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【要 旨】
本研究は，「高齢者『ふれあい・いきいきサロン』」（以下，サロン）への支援の指標に

ついて検討を行った．
方法としては，Y 市 E 地域の１６地区で７０歳以上を対象に実施されているサロンについ

て，①参加率の年間平均，②対象者のソーシャル・キャピタル，③開催にあたっての「困
難度」，「運営形態」，「自主運営の継続性」に関する調査を２００８年から２０１０年にかけて年一
回行い，それらの関係性について分析し，地区の類型化を試みることにより行った．

その結果，E 地域では，サロンの年間参加率の平均値が７０％未満という値が，「支援開
始の必要性に関する指標」として，また，「ソーシャル・キャピタル高評価回答率」が７４％
という値が，「支援終了の妥当性に関する指標」として導き出された．
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１．研究の背景

全国社会福祉協議会によれば，「ふれあい・
いきいきサロン」の定義は，「地域を拠点に，
住民である当事者とボランティアが協働で企画
し，内容を決め，共に運営していく楽しい仲間
づくりの活動」（全国社会福祉協議会２０００：８）
とされている．これには，高齢者や障害者，子
育て家庭を対象としたものが運営されている
が，中でも，「高齢者『ふれあい・いきいきサ

ロン』」（以下，サロン）の設置数は，１９９７年の
３，１５９ヶ所が２００９年には４３，７１４ヶ所にまで増加
している（全国社会福祉協議会２０１０：３８）１）．

こうしたサロンに対するニーズの背景とし
て，近年の住民による相互扶助的な機能の弱体
化があげられる．これについて，大倉はサロン
を「途切れた住民のつながりを再構築する場や，
新たな出会いやつながりの場としての効果」
（大倉２００８：１１１）があることを前提に，「組織
化（地域の拠点に人が集まり，集まった人たち
が協力して地域のことを考える，小さな地域福
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祉の共同体の場をつくること）の手法として位
置づけて」（同上）いる．同様の文脈は２００７年
１０月に厚生労働省により設置された「これから
の地域福祉のあり方に関する研究会」（以下，
「あり方研究会」と記す．）による報告書でも
みられ，そこでは「地域社会で支援を求めてい
る者に住民が気づき，住民相互で支援活動を行
う等の地域住民のつながりを再構築し，支え合
う体制を実現するため」（「あり方研究会」
２００８：３８）に住民によって行われる地域福祉活
動の重要性が述べられているが，その拠点のひ
とつとしてサロンが位置づけられている．つま
り，サロンは，単に閉じこもり防止や健康づく
り，仲間づくり等にとどまらない，地域社会の
一員である住民同士のつながりを再構築する場
としての地域社会づくりの意義をもち，それを
実践する手法としても位置づけられているとい
える．

ところで，これまでサロン活動の継続に関す
る調査がほとんど見当たらない中で，金井らは
現行のサロンの３割弱が活動中止の意向を示し
ていることを明らかにしている（金井・大川
２００８：５，４３）．この原因としては，運営上で
の財源や担い手の不足等が考えられるが，一方
で，運営支援に関する検討があまりにも希薄で
あることも指摘できる．住民に対して，サロン
を促進するための「すすめ」（全国社会福祉協
議会２０００）や「てびき」（全国社会福祉協議会
２０１０）は存在する２）が，その支援に関しては，
中心的機関として位置づけられている個々の市
町村社会福祉協議会の力量に委ねられているの
が現状で，支援に関する「てびき」等は見当た
らない．その結果，「この活動を支えているボ
ランティアは発生・消滅の自由性に特徴がある
ため，サロン活動の継続性に課題を抱えてい
る」（金井・大川２００８：４）ところが少なくな
く，それが先の活動中止の意向を示した割合に
表れているものと思われる．もしここでのボラ
ンティアの自由性に依る判断が住民のニーズと
は逆方向を示すものであれば，住民同士のつな
がりを再構築する場としてのサロンは，その役
割を消失してしまうことになる．

さて，前出「あり方研究会」での報告書の中
では，「人々のつながりができ，地域のまとま
りが高まると，自殺や非行などいわゆる逸脱行
為が減るといわれており，地域社会を再構築す
ることは，現代社会が抱えている様々な問題を
解決する有効な方法の一つでもある」（「あり方
研究会」２００８：５１）としている．この説明は，
近年活発に議論がされているソーシャル・キャ
ピタル３）の効果を述べたものである．ソーシャ
ル・キャピタルとは，「協調的行動を容易にす
ることにより社会の効率を改善しうる信頼，規
範，ネットワークのような社会的組織の特徴」
（Putnam＝２００１：２０６－２０７）と説明されるが，
このソーシャル・キャピタルを用いて「あり方
研究会」の報告書を解釈すると，ソーシャル・
キャピタルの高まりは地域社会の再構築につな
がり，現代社会が抱えている様々な問題の解決
に寄与すると説明できる．さらに，大倉（２００８）
を引用すれば，その作業の手法としてサロンが
位置づけられることになる．

以上から，サロンには地域社会の再構築とい
う役割が求められており，そこにはソーシャ
ル・キャピタルが関与していることが理解でき
る．そして，このサロン活動は，参加者の自主
性が重んじられてはいるものの，その継続性を
めぐっては運営支援に関する検討が喫緊の課題
となっているといえる．さらに支援の検討につ
いては，サロンが地域組織化活動４）の中でも明
確な定義をもつことから，全ての地域組織化活
動にあてはまるような曖昧なものではなく，サ
ロンに特化したものでなければ実践に向けては
無用なものとなってしまうと考えられる．

２．研究の目的

上記のような着眼から、本研究ではサロンに
おける自主運営の継続が可能となることを視野
に，そのための支援の指標を明らかにすること
を目的とする．ここでの「自主運営」とは，参
加者同士が自分らで話し合い，主体となって運
営している「協議型」５）の状態を指している．
また「支援」とは，運営に対しての助言や調整，
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諸手続きのサポート等のことを指し，ここでは
費用的支援は含んでいない．そして，「指標」
については，支援の開始を必要としている状態
にあるのかを判断するときの目安となる「支援
開始の必要性に関する指標」と，行っている支
援を終了してもよい状態にあるのかを判断する
ときの目安となる「支援終了の妥当性に関する
指標」の二点に焦点をあてる．

なお，本研究はソーシャル・キャピタル論に
依拠して展開しているが，筆者はソーシャル・
キャピタルの定義をここでは地域福祉分野に限
定して，「人々やコミュニティに内在している
信頼や絆，コミュニケーションなどを高める資
源であり，それが機能することにより地域福祉
の向上に寄与するもの」とした．

３．研究の方法

⑴ 各調査の採用および調査対象地域
本研究は，Y 市 E 地域をフィールドに，こ

こで７０歳以上を対象にして行われているサロン
の参加率と対象者のソーシャル・キャピタル，
およびサロン代表者に対する開催にあたっての
「困難と感じたこと」，「運営形態」，「自主運営
の継続性」についてのインタビュー調査（以下，
インタビュー調査と記す）の３調査を軸にして
すすめた．これらについて，年ごとの変化をみ
るために２００８年，２００９年，２０１０年の３ヶ年にお
いての経年調査を実施し，支援実績に基づく地
区の類型化を試み考察した．

１）サロンの参加率に関する調査については，

筆者が直接 Y 市社会福祉協議会を訪れ，事前
に開示を求めていた各年の月別参加者数の結果
を基に，「サロン参加率」の年間平均を算出し
た（各年における調査の概要については表３－
１を参照）．なお，算出根拠となるサロンの対
象者は，本調査におけるソーシャル・キャピタ
ルに関するアンケート調査の対象者と同一であ
る．

２）ソーシャル・キャピタルに関する調査に
ついては，本調査が各年における回答の地区別
平均値に注目したこと，また，調査対象となる
地区の高齢者数にかなりのばらつきが認められ
たことから，サンプルの抽出による調査では結
果に偏りが生じる可能性があり不十分性が考え
られた．よって本研究が求めるデータをより正
確に把握するために最も適していると思われる
量的調査法による全数調査を採用した．また，
今回は調査協力者が見込め被調査者数の多さに
対応できることと，より精度の高い分析を行う
ためには，回収率を高めることが必須条件とな
るため，この条件を満たすための最適な調査方
法と思われる戸別訪問による留置調査法により
行った．なお，本調査においては被調査者の
ソーシャル・キャピタルのありようのみを必要
とすることと，被調査者が高齢であり，かつ３
ヶ年にわたって回答を得なければならないこと
から負担軽減を必要とするため，調査項目につ
いては，ソーシャル・キャピタルに関する全８
項目のみに限定した（アンケート調査の概要に
ついては表３－２を参照）．

第１回（２００８年分） 第２回（２００９年分） 第３回（２０１０年分）

内 容
２００８年１月～１２月にかけてＥ地域
（１６地区）で実施されたサロンの
参加率（述べ参加者÷述べ対象者）
の算出

２００９年１月～１２月にかけてＥ地域
（１６地区）で実施されたサロンの
参加率（述べ参加者÷述べ対象者）
の算出

２０１０年１月～１２月にかけてＥ地域
（１６地区）で実施されたサロンの
参加率（述べ参加者÷述べ対象者）
の算出

算出日 ２００９年１月１７日 ２０１０年１月１８日 ２０１１年１月２６日

方 法 Ｙ市社会福祉協議会による記録を
もとに集計 第１回調査と同じ 第１回調査と同じ

表３－１ サロンの地区別年間参加率の算出について
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第１回調査 第２回調査 第３回調査

回 収 期 間 ２００８年１２月２２日～２５日（４日間） ２００９年１２月２３日～２６日（４日間） ２０１０年１２月２３日～２５日（３日間）

回 収 方 法 配布を担当した民生児童委員１８
名による戸別訪問回収 第１回調査と同じ 第１回調査と同じ

回 収 率 等 回収率：９８．３％
（５２２名／５３１名中）

回収率：９８．２％
（５１８名／５２７名中）

回収率：９８．２％
（５１４名／５２３名中）

未回収理由：長期入院（所）中
６名，長期不在３名，拒否等な
し

未回収理由：長期入院（所）中
５名，長期不在４名，拒否等な
し

未回収理由：長期入院（所）中
５名，長期不在４名，拒否等な
し

集 計 方 法
マークシート集計（読み取り）
専用ソフト（ＱＡ－Ｎａｖｉ）
を使用

第１回調査と同じ 第１回調査と同じ

表３－３ アンケートの回収および集計方法について

３）アンケートについては，「近所づきあい
の程度」，「近所づきあいのある人の数」，「親戚
とのつきあいの程度」，「スポーツ・趣味・娯楽
活動への参加状況」，「一般的な信頼」，「旅先で
の信頼」，「地縁的な活動への参加状況」，「ボラ
ンティア・市民活動への参加状況」の８項目に
ついて，それぞれ設問と回答肢を設定した．設
定にあたっては，わが国におけるソーシャル・

キャピタルの研究に関して特に調査実績のある
内閣府国民生活局編（２００３），内閣府経済社会
総合研究所編（２００５），日本総合研究所（株）
編（２００８），および２００７年の農林水産省「農村
におけるソーシャル・キャピタル研究会」調査，
以上４つの先行研究の調査項目及び方法を参考
にした６）（アンケートの回収および集計方法に
ついては，表３－３を参照）．

４）インタビュー調査については，各年にお
けるサロンの最終開催日にあたる１２月の実施日
直後に各地区の代表者宅を訪ね，構造化面接に
より１５分から３０分程度行った．場所を代表者宅
にした理由は，本調査ではネガティブな回答を

得ることも研究上重要な意味をもつため，他の
参加者の存在を気にしなくて良いリラックスし
た雰囲気で行いたいと考えたためである．

まず、１６地区のサロンの代表者１名ずつに対
して，自分たちのサロン運営についての「困難

第１回調査 第２回調査 第３回調査

調査対象者
Ｙ市Ｅ地域在住の７０歳以上高齢
者全員
（１６地区，５３１名）
※全員サロン対象者

第１回調査と同一対象者
（５２７名）
※第１回調査以降４名自然減少

第１回調査と同一対象者（５２３
名）
※第２回調査以降３名自然減
少，１名地域外転出

調 査 期 間 ２００８年１２月１６日～２１日
（６日間）

２００９年１２月１７日～２２日
（６日間） ２０１０年１２月１６日～２１日（６日間）

調 査 方 法 留置調査法（全数調査） 第１回調査と同じ 第１回調査と同じ

調 査 項 目 全８項目（図表４－２参照） 第１回調査と同じ 第１回調査と同じ

調査協力者 Ｙ市Ｅ地域の民生児童委員
（１６地区，１８名） 第１回調査と同じ 第１回調査と同じ

回 答 方 法 マークシート方式による対象者
の直接記入 第１回調査と同じ 第１回調査と同じ

表３－２ ソーシャル・キャピタルに関するアンケート調査の概要
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と感じたこと」と，「運営形態」および「自主
運営の継続性」に関してのインタビューを構造
化面接により各年において行った．それぞれの
概要については以下のとおりである．

①「困難と感じたこと」について
２００８年の第１回目の調査において，各地区のサ
ロンの代表者へ，開催にあたって「困難と感じ
たこと」について問うたところ，「場所の確保」，
「日時の調整」，「内容の検討」，「講師等の選
択」，「必要品の準備」，「開催周知」の６項目が
あげられた．本設問は，この６項目について当
該年のサロン運営を振り返る設定で，それぞれ
「困難なし」，「やや困難」，「かなり困難」から
の３択により行い，ポイントによる集計を行っ
た７）．

②「運営形態」について
E 地域のサロンは，参加者が主体となり運営を
行う自主運営を基本としているが，その形態に
ついては，参加者全員による協議を基本とした
運営の「協議型」と，代表者を中心とする一部
の参加者の主導による運営の「非協議型」に大
別できる．本設問については，当該年のサロン
運営の形態に関して自分たちの運営がどちらに
該当するかを聞いた．なお，２００９年と２０１０年に
おいて，社会福祉協議会が支援を行った地区に
関しては，参加者全員による協議を基本とした
運営化を推進したため，「協議型化」とした．
また，「協議型」を基本とするも困難化してい
る場合は「協議型困難」とした．

③「自主運営の継続性」について
先述のとおり，E 地域でのサロンの運営につい
ては自主運営を基本としているが，その継続に
関しては「困難と感じたこと」での項目等を理
由に不安を抱く地区も散見される．本設問に対
しては，今後の自主運営に関して代表者がどう
感じているかについて，「できると思う」，「ど
ちらともいえない」，「難しい」の３択回答によ
り行った．

５）E 地域を調査対象に選定した理由として
は，まずサロンについて，E 地域では１６地区全
てにおいて開催されようとしていることや，対
象者同士の協議により運営されることを基本と
するなど，その活動に積極性がみられることが
あげられる．また，地区ごとであらわれている
参加率のばらつきを，ソーシャル・キャピタル
との関係により分析することは，本研究にとっ
ては重要な意味をもつものと考えられる．さら
に，E 地域では２００８年と２００９年にいくつかの地
区に対して社会福祉協議会が運営の支援を行っ
ていることから，その結果がソーシャル・キャ
ピタルやその後のサロンの運営に及ぼした影響
も，本研究で追求すべき事項にあげられる．

―E 地域の概要―
E 地域は，東西２４�，南北１５．５�，総面積

２６５．９９�で，その中に１６の集落が点在してい
る．２００５年３月に周辺の８市町村との合併が行
われ，行政区はそれまでの E 村から Y 市へと
変わった．面積の９５％を山林が占め，耕地はわ
ずか１．８％である．主産物は杉と椎茸である．
地域の中心地から合併後の市の中心地までは３５
�，県庁所在地までは５７�の位置にある．人口
は，１９５５年の７，８９８人をピークに１９８５年２，７２３
人，１９９０年２，３１４人，２０００年２，０３６人，２０１０年
１，８１７人（いずれも国勢調査資料）と年々減少
の一途をたどっており，高齢化率は３９．３％
（２０１２年１０月１日現在）に達している．

⑵ 倫理的配慮
調査にあたっては、日本社会福祉学会の倫理

指針に基づき、関係団体に十分な説明を行い、
文書を取り交わして実施した。

４．結果

⑴ 地区の類型化
E 地域では，２００９年と２０１０年において，社会

福祉協議会によるサロンへの支援が行われた
（表４－１）．支援が行われた地区を分類する
と以下のようになる．
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支 援 年 対 象 地 区 主 な 支 援 内 容・方 法

２００９年 ６地区
（地区№：４，６，７，８，１４，１６）

①開催場所の確保
②日時の調整
③講師等の選択
④必要品の準備
⑤対象者への開催の周知
（方法：回覧板，地区放送等）
⑥参加者による協議を基本とした開催の促進
（方法：サロンへの介入等）

２０１０年 ３地区
（地区№：２，５，１３）

注：地区№：１，３，９，１０，１１，１２，１５（計７地区）については，支援は行われていない．

表４－１ 社会福祉協議会によるサロンへの支援

①全く支援を行っていない地区は１，３，
９，１０，１１，１２，１５

②２００９年のみ支援を行った地区は４，６，

７，８，１４，１６
③２０１０年のみ支援を行った地区は２，５，

１３

さらに，上記３分化した地区において，①に
ついては，「サロン参加率」の年間平均が増加
し続けている地区と減少し続けている地区があ
り，②については，支援終了後に「サロン参加
率」の年間平均が増加した地区と減少した地区
がある．さらに③については，全ての地区にお
いて支援終了後に「サロン参加率」の年間平均
が増加している．これらの地区を分類し，それ
ぞれの類型を A１タイプ，A２タイプ，B１タ
イプ，B２タイプ，C タイプと名称化すると以
下のようになる．

①全く支援を行っていない地区
・「サロン参加率」の年間平均が増加し続

けている地区８）は１，９，１２【A１タイ
プ】

・「サロン参加率」の年間平均が減少し続
けている地区は３，１０，１１，１５【A２タ
イプ】

②２００９年のみ支援を行った地区
・支援終了後に「サロン参加率」の年間平

均が増加した地区は４，７，８，１４【B
１タイプ】

・支援終了後に「サロン参加率」の年間平
均が減少した地区は６，１６【B２タイプ】

③２０１０年のみ支援を行った地区
・支援終了後に「サロン参加率」の年間平

均が増加した地区は２，５，１３【C タイ
プ】

・支援終了後に「サロン参加率」の年間平
均が減少した地区【該当地区なし】

⑵ 類型別にみる地区の傾向
前項にて分類された地区は，「ソーシャル・

キャピタル高評価回答率」，「困難度」，「運営形
態」，「自主運営の継続性」についての調査結果
において，一定の傾向を示している．これらを
図表化して表すと表４－２のようになり，それ
らについて分析すると以下のようなことがいえ
る．

１） A１タイプ（地区№１，９，１２）
A１タイプは，全く支援を行っていない地区

で，「サロン参加率」の年間平均が各年とも高
割合で増加あるいは維持し続けている地区であ
る．

「ソーシャル・キャピタル高評価回答率」は
他のタイプと比べ最も高く，かつ２００８年から
２０１０年の３ヶ年にかけて，全ての項目で増加ま
たは維持傾向を示し，減少した項目はひとつも
ない．項目別では，特に「近所づきあいの程
度」，「近所づきあいのある人の数」，「親戚との
つきあいの程度」，「スポーツ・趣味・娯楽活動
への参加状況」，「地縁的な活動への参加状況」，
「ボランティア・市民活動等への参加状況」に
おいて高割合が目立っている．
「困難度」については，「内容の検討」が２００８

年の地区９，１２と２００９年の地区９にて「やや困
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支 援 の 有 無

類 型 （ タ イ プ ）

地 区 №
年

サ
ロ

ン
年

間
参

加
率

（
％

）

対 象 者 （ 人 ）

ソ
ー

シ
ャ

ル
・

キ
ャ

ピ
タ

ル
項

目
別

回
答

率
単

位
：

％
，（

）
内

は
人

数
困

難
度

運
営

形
態

自 主 運 営 の 継 続 性

①
②

③
④

⑤
⑥

⑦
⑧

平
均

（
％

）

１
２

３
４

５
６

ポ イ ン ト 平 均

近
所

づ
き

あ
い

の
程

度

近
所

づ
き

あ
い

の
あ

る
人

の
数

親
戚

と
の

つ
き

あ
い

の
頻

度

スポ
ーツ

・
趣

味
・

娯
楽

活
動

へ
の

参
加

状
況

一
般

的
な

信
頼

度
旅

先
で

の
信

頼
地

縁
的

な
活

動
へ

の
参

加
状

況

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

・
市

民
活

動
へ

の
参

加
状

況

場 所 の 確 保

日 時 の 調 整

内 容 の 検 討

講 師 等 の 選 択

必 要 品 の 準 備

開 催 周 知

無 支 援

２０
０８

１０
０．

０
４

１０
０．

０（
４

）１
００

．０（
４

）１
００

．０（
４

）１
００

．０（
４

）１
００

．０（
４

）
７５

．０（
３

）１
００

．０（
４

）
５０

．０（
２

）
９０

．６
０．

０
自

主
運

営（
協

議
型

）
○

１
２０

０９
１０

０．
０

４
１０

０．
０（

４
）１

００
．０（

４
）１

００
．０（

４
）１

００
．０（

４
）１

００
．０（

４
）

７５
．０（

３
）１

００
．０（

４
）
７５
．０（
３
）
９３
．７

０．
０

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
２０

１０
１０

０．
０

４
１０

０．
０（

４
）１

００
．０（

４
）１

００
．０（

４
）１

００
．０（

４
）１

００
．０（

４
）

７５
．０（

３
）１

００
．０（

４
）１
００
．０（
４
）
９６
．８

０．
０

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
２０

０８
８３

．３
３０

８６
．７（

２６
）

９３
．３（

２８
）

８６
．７（

２６
）

８３
．３（

２５
）

７３
．３（

２２
）

６３
．３（

１９
）

８３
．３（

２５
）

７３
．３（

２２
）

８０
．３

０．
８

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
A１

９
２０

０９
８５
．５

２９
８９

．７（
２６

）
９６

．６（
２８

）
９３
．１（
２７
）
９３
．１（
２７
）

７５
．９（

２２
）

６５
．５（

１９
）
８９
．７（
２６
）
７９
．３（
２３
）
８５
．３

０．
８

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
２０

１０
８８
．０

２９
８９

．７（
２６

）
９６

．６（
２８

）
９３

．１（
２７

）
９６
．６（
２８
）
８２
．８（
２４
）
６９
．０（
２０
）

８９
．７（

２６
）
９３
．１（
２７
）
８８
．７

０．
０

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
２０

０８
６８

．７
４９

９５
．９（

４７
）１

００
．０（

４９
）

９３
．９（

４６
）

８５
．７（

４２
）

７３
．５（

３６
）

６１
．２（

３０
）

９８
．０（

４８
）

７５
．５（

３７
）

８５
．４

０．
８

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
１２

２０
０９

７４
．９

４９
９５

．９（
４７

）１
００

．０（
４９

）
９３

．９（
４６

）
９３
．９（
４６
）
７７
．６（
３８
）
６５
．３（
３２
）
９８
．０（
４８
）
８５
．７（
４２
）
８９
．０

０．
０

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
２０

１０
８０
．２

４９
９５

．９（
４７

）１
００

．０（
４９

）
９３

．９（
４６

）
９３

．９（
４６

）
７７

．６（
３８

）
６７
．３（
３３
）

９８
．０（

４８
）
８９
．８（
４４
）
８９
．２

０．
０

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
２０

０８
７０

．２
６２

９１
．９（

５７
）

８７
．１（

５４
）

６９
．４（

４３
）

７１
．０（

４４
）

７７
．４（

４８
）

５１
．６（

３２
）

８５
．５（

５３
）

５９
．７（

３７
）

７４
．１

０．
８

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
３

２０
０９

６８
．４

６２
８７

．１（
５４

）
８５

．５（
５３

）
６９

．４（
４３

）
６４

．５（
４０

）
７２

．６（
４５

）
５１

．６（
３２

）
８０

．６（
５０

）
５１

．６（
３２

）
７０

．３
１．

６
自

主
運

営（
協

議
型

）
△

２０
１０

６４
．０

６２
８３

．９（
５２

）
８５

．５（
５３

）
６９

．４（
４３

）
５８

．１（
３６

）
６９

．４（
４３

）
５０

．０（
３１

）
８０

．６（
５０

）
４１

．９（
２６

）
６７

．３
３．

３
自

主
運

営（
非

協
議

型
）

×
２０

０８
７６

．１
３９

９２
．３（

３６
）

８９
．７（

３５
）

７６
．９（

３０
）

７１
．８（

２８
）

６１
．５（

２４
）

６４
．１（

２５
）

８７
．２（

３４
）

５１
．３（

２０
）

７４
．３

０．
８

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
１０

２０
０９

７１
．７

３９
８７

．２（
３４

）
８７

．２（
３４

）
７６

．９（
３０

）
６１

．５（
２４

）
６１

．５（
２４

）
６４

．１（
２５

）
８２

．１（
３２

）
４３

．６（
１７

）
７０

．５
１．

６
自

主
運

営（
協

議
型

）
△

A２
２０

１０
６７

．７
３８

８９
．５（

３４
）

８９
．５（

３４
）

７６
．３（

２９
）

５５
．３（

２１
）

５７
．９（

２２
）

５５
．３（

２１
）

８１
．６（

３１
）

３６
．８（

１４
）

６７
．７

４．
１

自
主

運
営（

非
協

議
型

）
×

２０
０８

７３
．２

３２
１０

０．
０（

３２
）１

００
．０（

３２
）

９０
．６（

２９
）

４０
．６（

１３
）

７８
．１（

２５
）

６５
．６（

２１
）

９０
．６（

２９
）

４３
．８（

１４
）

７６
．１

０．
０

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
１１

２０
０９

６８
．６

３１
１０

０．
０（

３１
）１

００
．０（

３１
）

９３
．５（

２９
）

２５
．８（

８
）

７７
．４（

２４
）

６７
．７（

２１
）

９３
．５（

２９
）

１９
．４（

６
）

７２
．１

０．
８

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
２０

１０
６５

．０
３１

９６
．８（

３０
）

９６
．８（

３０
）

９３
．５（

２９
）

１９
．４（

６
）

７４
．２（

２３
）

６７
．７（

２１
）

９０
．３（

２８
）

１２
．９（

４
）

６８
．９

４．
１

自
主

運
営（

協
議

型
）

×
２０

０８
７９

．２
２９

８６
．２（

２５
）

８９
．７（

２６
）

７５
．９（

２２
）

８６
．２（

２５
）

７２
．４（

２１
）

６２
．１（

１８
）

８６
．２（

２５
）

６９
．０（

２０
）

７８
．４

０．
０

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
１５

２０
０９

７６
．８

２９
８６

．２（
２５

）
８９

．７（
２６

）
７５

．９（
２２

）
６９

．０（
２０

）
６５

．５（
１９

）
６２

．１（
１８

）
７９

．３（
２３

）
５８

．６（
１７

）
７３

．２
１．

６
自

主
運

営（
協

議
型

）
△

２０
１０

７０
．２

２９
８６

．２（
２５

）
８９

．７（
２６

）
７２

．４（
２１

）
６９

．０（
２０

）
６５

．５（
１９

）
６２

．１（
１８

）
７５

．９（
２２

）
５８

．６（
１７

）
７２

．４
３．

３
自

主
運

営（
協

議
型

）
×

表
４―
２
類
型
別
に
み
る
地
区
の
傾
向
（
全
調
査
結
果
）

№
１
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支
援

タイ
プ

№
年

（
％

）
（

人
）

①
②

③
④

⑤
⑥

⑦
⑧

平
均

１
２

３
４

５
６

平
均

運
営

形
態

継
続

２ ０ ０ ９ 年 の み 支 援

２０
０８

４８
．８

１１
１０

０．
０（

１１
）１

００
．０（

１１
）

９０
．９（

１０
）

９．
１（

１）
９０

．９（
１０

）
６３

．６（
７）

９０
．９（

１０
）

０．
０（

０）
６８

．１
５．

８
自

主
運

営（
非

協
議

型
）

×
４

２０
０９

７４
．０

１１
１０

０．
０（

１１
）１

００
．０（

１１
）

９０
．９（

１０
）

１８
．２（
２）

９０
．９（

１０
）

８１
．８（
９）

９０
．９（

１０
）

１８
．２（
２）
７３
．８

０．
０

社
協

共
催（

協
議

型
化

）
○

２０
１０

８４
．３

１１
１０

０．
０（

１１
）１

００
．０（

１１
）

９０
．９（

１０
）

６３
．６（
７）

９０
．９（

１０
）

８１
．８（

９）
９０

．９（
１０

）
５４
．５（
６）
８４
．０

０．
０

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
２０

０８
５２

．０
３０

８０
．０（

２４
）

８０
．０（

２４
）

７０
．０（

２１
）

７３
．３（

２２
）

７０
．０（

２１
）

７３
．３（

２２
）１

００
．０（

３０
）

６０
．０（

１８
）

７５
．９

５．
０

自
主

運
営（

非
協

議
型

）
×

７
２０

０９
６９
．１

３０
９３
．３（
２８
）
９３
．３（
２８
）
７６
．７（
２３
）
９０
．０（
２７
）
７６
．７（
２３
）

７３
．３（

２２
）１

００
．０（

３０
）
８３
．３（
２５
）
８５
．８

０．
０

社
協

共
催（

協
議

型
化

）
○

Ｂ
１

２０
１０

８６
．２

２９
９６

．６（
２８

）
９６

．６（
２８

）
８６
．２（
２５
）

９３
．１（

２７
）
８２
．８（
２４
）
８２
．８（
２４
）１

００
．０（

２９
）
９３
．１（
２７
）
９１
．３

０．
０

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
２０

０８
５０

．３
１７

７６
．５（

１３
）

７０
．６（

１２
）

８８
．２（

１５
）

５８
．８（

１０
）

６４
．７（

１１
）

７０
．６（

１２
）

９４
．１（

１６
）

４１
．２（

７）
７０

．５
４．

１
自

主
運

営（
非

協
議

型
）

×
８

２０
０９

８２
．０

１７
９４
．１（
１６
）
９４
．１（
１６
）

８８
．２（

１５
）
７６
．５（
１３
）
７０
．６（
１２
）

７０
．６（

１２
）

９４
．１（

１６
）
７６
．５（
１３
）
８３
．３

０．
０

社
協

共
催（

協
議

型
化

）
○

２０
１０

８６
．２

１７
９４

．１（
１６

）
９４

．１（
１６

）
８８

．２（
１５

）
８８
．２（
１５
）
８２
．４（
１４
）
８２
．４（
１４
）

９４
．１（

１６
）
９４
．１（
１６
）
８９
．７

０．
０

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
２０

０８
４６

．４
４

１０
０．

０（
４）

１０
０．

０（
４）

１０
０．

０（
４）

０．
０（

０）
１０

０．
０（

４）
５０

．０（
２）

１０
０．

０（
４）

０．
０（

０）
６８

．７
５．

０
自

主
運

営（
非

協
議

型
）

×
１４

２０
０９

７５
．６

４
１０

０．
０（

４）
１０

０．
０（

４）
１０

０．
０（

４）
２５
．０（
１）

１０
０．

０（
４）

７５
．０（
３）

１０
０．

０（
４）

０．
０（

０）
７５
．０

０．
０

社
協

共
催（

協
議

型
化

）
○

２０
１０

９４
．６

４
１０

０．
０（

４）
１０

０．
０（

４）
１０

０．
０（

４）
７５
．０（
３）

１０
０．

０（
４）

７５
．０（

３）
１０

０．
０（

４）
５０
．０（
２）
８７
．５

０．
０

自
主

運
営（

協
議

型
）

○
２０

０８
４２

．６
６９

６６
．７（

４６
）

６０
．９（

４２
）

６５
．２（

４５
）

４７
．８（

３３
）

４０
．６（

２８
）

３１
．９（

２２
）

６０
．９（

４２
）

４６
．４（

３２
）

５２
．６

５．
８

自
主

運
営（

非
協

議
型

）
×

６
２０

０９
８１
．５

６９
７５
．４（
５２
）
７３
．９（
５１
）
６６
．７（
４６
）
９５
．７（
６６
）

４０
．６（

２８
）
３６
．２（
２５
）
７３
．９（
５１
）
８５
．５（
５９
）
６８
．４

０．
０

社
協

共
催（

協
議

型
化

）
△

Ｂ
２

２０
１０

４５
．３

６８
７０

．６（
４８

）
６４

．７（
４４

）
６６

．２（
４５

）
６４

．７（
４４

）
３９

．７（
２７

）
３６

．８（
２５

）
６７

．６（
４６

）
３９

．７（
２７

）
５６

．２
５．

０
自

主
運

営
協

議
型

困
難

）
×

２０
０８

４０
．６

６３
３４

．９（
２２

）
３４

．９（
２２

）
３３

．３（
２１

）
４１

．３（
２６

）
３３

．３（
２１

）
２８

．６（
１８

）
５５

．６（
３５

）
５０

．８（
３２

）
３９

．０
５．

８
自

主
運

営（
非

協
議

型
）

×
１６

２０
０９

８６
．５

６３
４１
．３（
２６
）
４１
．３（
２６
）

３３
．３（

２１
）
９０
．５（
５７
）
３４
．９（
２２
）
３１
．７（
２０
）
６３
．５（
４０
）
７６
．２（
４８
）
５１
．５

０．
０

社
協

共
催（

協
議

型
化

）
△

２０
１０

４６
．６

６２
３８

．７（
２４

）
３８

．７（
２４

）
３３

．９（
２１

）
７１

．０（
４４

）
３２

．３（
２０

）
２９

．０（
１８

）
５６

．５（
３５

）
５６

．５（
３５

）
４４

．５
４．

１
自

主
運

営（
協

議
型

困
難

）
×

２ ０ １ ０ 年 の み 支 援

２０
０８

３０
．３

３２
６５

．６（
２１

）
６８

．８（
２２

）
５３

．１（
１７

）
５０

．０（
１６

）
５６

．３（
１８

）
３１

．３（
１０

）
６２

．５（
２０

）
３４

．４（
１１

）
５２

．７
４．

１
自

主
運

営（
非

協
議

型
）

×
２

２０
０９

３１
．０

３０
７０

．０（
２１

）
７３

．３（
２２

）
５０

．０（
１５

）
５０

．０（
１５

）
６０

．０（
１８

）
３０

．０（
９）

６０
．０（

１８
）

３６
．７（

１１
）
５３
．７

５．
０

自
主

運
営（

非
協

議
型

）
×

２０
１０

７５
．６

３０
７６
．７（
２３
）
８３
．３（
２５
）

５０
．０（

１５
）
８３
．３（
２５
）
７３
．３（
２２
）
６０
．０（
１８
）
６６
．７（
２０
）
７３
．３（
２２
）
７０
．８

０．
０

社
協

共
催（

協
議

型
化

）
△

２０
０８

２６
．９

３９
７６

．９（
３０

）
６９

．２（
２７

）
２３

．１（
９）

４６
．２（

１８
）

４３
．６（

１７
）

３８
．５（

１５
）

６４
．１（

２５
）

２５
．６（

１０
）

４８
．３

７．
５

自
主

運
営（

非
協

議
型

）
×

Ｃ
５

２０
０９

２７
．６

３９
７１

．８（
２８

）
６６

．７（
２６

）
２３

．１（
９）

４６
．２（

１８
）

３８
．５（

１５
）

３８
．５（

１５
）

６４
．１（

２５
）

２０
．５（

８）
４６

．１
５．

８
自

主
運

営（
非

協
議

型
）

×
２０

１０
８２
．２

３９
８２
．１（
３２
）
７６
．９（
３０
）
３０
．８（
１２
）
７１
．８（
２８
）
５１
．３（
２０
）
５１
．３（
２０
）
６９
．２（
２７
）
６６
．７（
２６
）
６２
．５

０．
０

社
協

共
催（

協
議

型
化

）
△

２０
０８

０．
０

１２
５８

．３（
７）

２５
．０（

３）
４１

．７（
５）

２５
．０（

３）
２５

．０（
３）

１６
．７（

２）
５０

．０（
６）

２５
．０（

３）
３３

．３
８．

３
運

営
な

し
―

１３
２０

０９
０．

０
１２

５０
．０（

６）
１６

．７（
２）

４１
．７（

５）
２５

．０（
３）

２５
．０（

３）
１６

．７（
２）

４１
．７（

５）
８．

３（
１）

２８
．１

１０
．０

運
営

な
し

―
２０

１０
７５
．８

１２
７５
．０（
９）

５８
．３（
７）

５８
．３（
７）

６６
．７（
８）

５０
．０（
６）

５０
．０（
６）

５０
．０（
６）

４１
．７（
５）
５６
．２

０．
０

社
協

共
催（

協
議

型
化

）
△

・
太

数
字

は
前

年
比

増
加

、
網

掛
け

数
字

は
前

年
比

減
少

を
表

す
．

・
困

難
な

し
や

や
困

難
か

な
り

困
難

・
協

議
型

：
参

加
者

全
員

に
よ

る
協

議
を

基
本

と
し

た
運

営
（

０
ポ

イ
ン

ト
）

（
５

ポ
イ

ン
ト

）
（

１０
ポ

イ
ン

ト
）

・
非

協
議

型
：

一
部

の
参

加
者

の
主

導
に

よ
る

運
営

・
協

議
型

化
：

協
議

型
を

図
っ

た
運

営
・

協
議

型
困

難
：

協
議

型
を

基
本

と
す

る
も

困
難

化
・

○
で

き
る

と
思

う
△

ど
ち

ら
と

も
い

え
な

い
×

難
し

い
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難」とあげられたのみで，２０１０年ではすべて解
消されている．

「運営形態」は，全ての地区が自主運営（協
議型）で，「自主運営の継続性」は，全ての地
区が「（継続は）できると思う」と回答してい
る．

２） A２タイプ（地区№３，１０，１１，１５）
A２タイプは，全く支援を行っていない地区

で，「サロン参加率」の年間平均は２００８年では
比較的高率であったものの，その後は全て減少
し続けた地区である．

「ソーシャル・キャピタル高評価回答率」
は，２００８年では A１タイプに次いで高いが，
その後全ての地区において減少し続けている．
項目別では，「近所づきあいの程度」，「近所づ
きあいのある人の数」，「親戚とのつきあいの程
度」，「地縁的な活動への参加状況」において比
較的高割合を保っている．なお，「ボランティ
ア・市民活動等への参加状況」においての低割
合がやや目立っている．また，４地区各８項目
の２００９年と２０１０年の２ヶ年における対前年比
で，合計６４項目中３７項目で減少しており，増加
した項目はひとつもない．

「困難度」については，「内容の検討」と「講
師等の選択」を中心に年々厳しくなってお
り，２０１０年では「場所の確保」と「開催周知」
が全ての地区で「やや困難」となり，２つの地
区では「内容の検討」が「かなり困難」となる
など次第に厳しさを増している．

「運営形態」は，２００８年と２００９年は全て自主
運営（協議型）であったが，２０１０年では２地区
で自主運営（非協議型）となり，参加者同士で
の協議が困難となっている．

「自主運営の継続性」は，２００８年では全ての
地区で「（継続は）できると思う」との回答を
得たが，２００９年では３つの地区が「どちらとも
いえない」と回答し，２０１０年では全ての地区が
「（継続は）難しい」と回答している．

３） B１タイプ（地区№４，７，８，１４）
B１タイプは，２００９年のみ支援を行った地区

で，「サロン参加率」の年間平均が支援を契機
に増加し，支援終了後の２０１０年も増加し続けた
地区である．

「ソーシャル・キャピタル高評価回答率」
は，２００８年では A２タイプと B２および C タ
イプのおおむね境域に位置していたが，２００９年
には大幅に増加し，２０１０年では全ての地区にお
いて A２タイプを上回っている．また，４地
区各８項目の２００９年と２０１０年の２ヶ年における
対前年比で，合計６４項目中２８項目で増加してお
り，減少した項目はひとつもない．項目別で
は，特に「近所づきあいの程度」，「近所づきあ
いのある人の数」，「親戚とのつきあいの程度」，
「地縁的な活動への参加状況」，において高割
合が目立っている．なお，「スポーツ・趣味・
娯楽活動への参加状況」と「ボランティア・市
民活動等への参加状況」においての増加割合が
大きい．

「困難度」については，２００８年には「内容の
検討」と「講師等の選択」を中心に多くの項目
で「かなり困難」，「やや困難」と答えていた
が，２００９年および２０１０年ではすべて解消されて
いる．

「運営形態」は，２００８年では全ての地区で自
主運営（非協議型）であったが，２００９年の社会
福祉協議会との共催により協議化が図ら
れ，２０１０年では全ての地区が自主運営（協議型）
となっている．

「自主運営の継続性」は，２００８年では全ての
地区で「（継続は）難しい」と回答している
が，２００９年および２０１０年ともに全ての地区が
「（継続は）できると思う」と回答している．

４） B２タイプ（地区№６，１６）
B２タイプは，２００９年のみ支援を行った地区

で，「サロン参加率」の年間平均が支援を契機
に増加したものの，支援終了後の２０１０年は減少
した地区である．

「ソーシャル・キャピタル高評価回答率」
は，２００８年では C タイプとともに低位置に
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あった が，２００９年 に は 比 較 的 大 き く 増 加
し，２０１０年には再び２００８年近くまで減少してい
る．また，２地区８項目の２００９年における対前
年比で，１６項目中１４項目で増加したが，同様に
２０１０年では，１６項目中１４項目で減少している．
項目別では，全体的に低割合で，２００９年には
「スポーツ・趣味・娯楽活動への参加状況」と
「ボランティア・市民活動等への参加状況」で
著しい増加傾向をみせたが，次年度に再び減少
している．

「困難度」については，２００８年には「内容の
検討」と「講師等の選択」および「開催の周知」
で困難性が示されていたが，２００９年には全てが
解消されている．しかし，２０１０年には２００８年と
ほぼ同様の困難性が示されている．

「運営形態」は，２００８年では全ての地区で自
主運営（非協議型）であり，２００９年の社会福祉
協議会との共催で協議化が図られたもの
の，２０１０年では全ての地区が自主運営（協議型
困難）となっている．

「自主運営の継続性」は，２００８年では全ての
地区が「（継続は）難しい」と回答している
が，２００９年では「どちらともいえない」とな
り，２０１０年では再び「（継続は）難しい」と回
答している．

５） C タイプ（地区№２，５，１３）
C タイプは，２０１０年のみ支援を行った地区

で，「サロン参加率」の年間平均が支援を契機
に増加した地区である．

「ソーシャル・キャピタル高評価回答率」
は，２００８年および２００９年ともに低位置にありや
や減少傾向を示していたが，２０１０年には大きく
増加している．また，３地区８項目の２００９年に
おける対前年比で，２４項目中１２項目で減少した
が，同様に２０１０年では，ほぼ全ての項目で増加
している．項目別では，全体的に増加した２０１０
年でも他類型に比べ低割合であるが，同年の増
加については，「スポーツ・趣味・娯楽活動へ
の参加状況」と「ボランティア・市民活動等へ
の参加状況」において著しさを示している．

「困難度」については，２００８年，２００９年ともに，

ほとんどの項目で「かなり困難」と回答してい
たが，２０１０年には全てが解消されている．

「運営形態」は，地区１３の「運営なし」を除
いて，２００８年，２００９年ともに自主運営（非協議
型）であり，２０１０年には社会福祉協議会との共
催で協議化が図られている．

「自主運営の継続性」は，２００８年，２００９年と
もに運営がなかった地区１３を除いた全ての地区
が「（継続は）難しい」と回答しているが，２０１０
年では全ての地区が「どちらともいえない」と
回答している．

５．考察

⑴ ソーシャル・キャピタルの成熟
分析の結果から，ソーシャル・キャピタルの

成熟がサロンの自主運営の継続に寄与している
ことが明らかとなった．本研究において成熟と
は，「あるものが，一定の状態や時期に達する
こと」９）という意味で使用し，ここでは具体的
に，各地区の「ソーシャル・キャピタル項目別
回答率」が一定の値に達した状態をさす．

E 地域では，支援が行われなくても，A１タ
イプのように参加率の年間平均が増加し続け，
開催の困難性は解消されている地区や，B１タ
イプのように一年間の支援が行われたあとに
A１タイプと同様の状態を示した地区がある．
反対に，A２タイプのように支援が行われない
まま参加率が減少し続け，かつ開催の困難性が
増えている地区や，B２タイプのように一年間
の支援が行われたあとでも A２タイプと同様
の状態を示した地区がある．このように E 地
域のサロンをめぐっては二極化が認められる
が，A１タイプと A２タイプが二分される前年
の２００８年における「サロン参加率」の年間平均
と「困難度」においては多少のばらつきはみら
れるものの顕著な差は認められない．一方，B
１タイプと B２タイプが二分される前年の２００９
年における「サロン参加率」の年間平均と「困
難度」においても同様である．ところが，「ソー
シャル・キャピタル高評価回答率」をみると，
A１タイプと A２タイプの２００８年では全ての地

別府大学短期大学部紀要 第３２号（２０１３）

― ３６ ―



区で前者が後者を上回っており，B１タイプと
B２タイプの２００９年でも同様の現象は起こって
いる．これは，ソーシャル・キャピタルの成熟
が，参加率や困難性に比べサロンの自主運営の
継続に強く影響を与えていることの証左と捉え
られる．そして，ここからはソーシャル・キャ
ピタルは成熟することにより，機能し始めると
いうことが推察される．

このような経過をたどり，２０１０年における
A１タイプと B１タイプでは，サロンは全ての
地区で参加者の協議により運営され，自主運営
の継続性も示唆されている．しかし，同年の
A２タイプと B２タイプでは，運営面において
は A２タイプで４地区中２地区が 「非協議型」
となり，B２タイプでは全て「協議型困難」と
なっている．また，A２タイプと B２タイプの
全ての地区で「自主運営の継続性」は「難しい」
と答えるまでになっている．

分析の結果では，調査項目，すなわち「サロ
ン参加率」の年間平均，「ソーシャル・キャピ
タル高評価回答率」，サロン開催にあたっての
「困難度」，「運営形態」，「自主運営の継続性」
の全てにおいて強い連動性が認められたが，サ
ロンをめぐるそれぞれの変動にはソーシャル・
キャピタルの成熟が深く関与していることは明
らかといえる．

なお，ソーシャル・キャピタルの成熟度に関
しては，「ソーシャル・キャピタル高評価回答
率」が増加傾向を示し始めたときの最小平均値
である７３．８％（地区４，２００９年）と，減少傾向
を示し始めたときの最大平均値である７３．２％
（地区１５，２００９年）をおおよその目安として捉
えることができる．この境界を示す平均値の信
頼性を高めるためには，さらなるデータの蓄積
が必要となるが，E 地域での３ヶ年の調査期間
において，増減傾向を示した各地区で，上記の
目安に関しての例外は全くない．したがって本
研究においては，E 地域では「ソーシャル・
キャピタル高評価回答率」が７４％以上を示した
とき，ソーシャル・キャピタルは成熟している
と判断する．

さらに，ソーシャル・キャピタルを項目別に

みると，「近所づきあいの程度」，「近所づきあ
いのある人の数」，「地縁的な活動への参加状
況」の３項目が概ね９０％以上を示し，かつ「旅
先での信頼」を除く他の４項目でも概ね８０％以
上を示していると，ソーシャル・キャピタルは
次年度も増加傾向を示すか，高割合を維持する
傾向を示し，逆に，この条件を下回ると全体的
に減少傾向を示すようになる．これもソーシャ
ル・キャピタルの成熟度を示唆するものと考え
られる．

⑵ 支援の指標
本節では，分析により明らかになったことを

もとに，実際にサロンに対して支援を行うとき
の指標について考えてみる．指標とは，「物事
を判断するときの目安となるもの」１０）と説明さ
れる．指標について本研究では，サロンにおけ
る自主運営の継続が可能となることを視野に，
対象地区が支援の開始を必要としている状態に
あるのか，ならびに行っている支援を終了して
もよい状態にあるのかについての判断をすると
きの目安という意味で使用する．

最初に，支援開始の必要性に関する指標とし
ては，まず，「サロン参加率」の年間平均が低
い，もしくは減少傾向を示すということがあげ
られる．E 地域全体では，年間平均が７０％を下
回ると徐々に「困難度」が増加し始めているこ
とを考えると，この場合の参加率の低さと
は，７０％未満が目安となろう．ただし，年間平
均が７０％を超えていても，それが前年度を下
回っていれば，支援を必要とする状態といえ
る．なお，減少傾向については，かなり緩やか
な動向を示すことから，多少の減少がみられて
も数ヶ月間での判断は難しい場合もあるものと
思われる．この場合には，本研究での調査結果
における相関性の強さに着眼し，サロン開催に
あたっての困難性や非協議性に強まりがみられ
ないか聞き取りを行ったり，ソーシャル・キャ
ピタルの成熟度や項目別割合を確認することな
どが必要と思われる．

次に，支援終了の妥当性に関する指標として
は，まずは「サロン参加率」の年間平均の増加
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があげられようが，しかしこれだけでは不十分
であるといえる．本研究での分析結果から，
「サロン参加率」の年間平均は支援の有無に
よって大きく変動することが明らかになってい
る．E 地域では，２００９年と２０１０年において，社

会福祉協議会により一年間を通してサロンへの
支援が行われた結果，たとえ年間参加率が飛躍
的に増加したとしても，次年には激減した地区
がいくつかみられた．これは，対象地域のソー
シャル・キャピタルが未成熟であったためと思

図５－１ Ｅ地域のサロンにおけるソーシャル・キャピタルと自主運営の継続の関係
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われる．つまり，支援終了の妥当性に関する指
標は，当該地区のソーシャル・キャピタルの成
熟度，すなわち「ソーシャル・キャピタル高評
価回答率」が７４％に達しているか否かに依拠し
ているといえる．これもサロン開催にあたって
の困難性や運営形態の状況，ソーシャル・キャ
ピタルの項目別割合などをもって総合的に評価
することで，より的確な判断を行うことができ
るものと思われる．

以上，E 地域のサロンにおけるソーシャル・
キャピタルと自主運営の継続の関係を，支援の
必要性の有無に分けて表すと図５－１のように
なる．

６．おわりに

本研究への接近は，住民同士のつながりを再
構築する場として，サロンが重要な役割を担っ
ているのではないかという考えに由来する．し
かしながら，そのような役割が求められるサロ
ンについて，これまで研究上においては活発な
議論がされてこなかった．現在，その設置数が
４万ヶ所を超えるまでに増加している一方で，
現行のサロンの３割弱が活動中止の意向を示し
ているという調査結果もあることから，運営に
対する具体的な支援が求められていることは明
らかである．本研究はこのような課題に応えよ
うとしたものである．

本研究は，ソーシャル・キャピタル論に依拠
して展開した．山村（２０１２）において，ソーシャ
ル・キャピタルは社会資源として成り得ること
が示唆されたが，今後はそれをいかに機能させ
るか，その方法論がコミュニティ・ソーシャル
ワークには求められてくるのではないかと思わ
れる．

最後に，ソーシャル・キャピタルは〈人と人
とのつながり〉に通ずる概念であるが，筆者は
ここ数年の研究を通して，最近「うすくて，ゆ
るいつながり」に着目している．従来，〈人と
人とのつながり〉は，強くて深いほど良いもの
と考えられてきたが，近年ではコミュニティの
変化なども相俟って，この強くて深いつながり

に，居心地の悪さを感じている人が多くなって
いるようにも思える。

翻って，メンバー間のプライベートまでは深
く入り込まないまでも，趣味やボランティアな
どを通して知り合い，気楽につき合える，それ
でいて困ったときには互いを気遣い助け合うよ
うな関係―「うすくて，ゆるいつながり」―を
求めている人々が増えてきているのではないだ
ろうか．

以上，筆者のソーシャル・キャピタルに関す
る研究は，次段階に進む時がきているように感
じている．

追記

本研究は，日本学術振興会学術研究助成基金
助成金（基盤研究（C），研究課題名：「高齢者
サロンの展開方法に関する研究―小地域別ソー
シャル・キャピタル分析から」，課題番号：
２３５３０８０５，研究期間：平成２３－２５年度，研究代
表者：山村靖彦（単独））の助成を受けて行っ
た成果の一部である．

また，論考にあたっては，山村（２０１２）同様，
筆者の学位論文『高齢者「ふれあい・いきいき
サロン」の継続的な自主運営を可能とする支援
の指標に関する研究―ソーシャル・キャピタル
への着目―』高知県立大学大学院健康生活科学
研究科，２０１１年のデータを使用した．

注

１）その他，２００９年においては精神障害者を対象とし
たサロンが全国で１５３ヶ所，以下，知的障害者１６１
ヶ所，身体障害者２２５ヶ所，子育て家庭４，５１８ヶ所
設置されている（社会福祉協議会２０１０：３８）．

２）例えば，全国社会福祉協議会（２０１０）では，実践
基礎編と発展応用編に分けて，サロンの効果や開
設から運営までの流れとポイント，全国的な事例
など詳細な説明・紹介がされている．

３）ソーシャル・キャピタルを直訳すると，「社会資
本」ということになろうが，日本語で社会資本と
いうと，道路，橋梁，空港，港湾などのハードの
インフラ（社会基盤＝社会的間接資本：social over-
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head capital）を指すのが一般的である．また，先
行研究から，「社会関係資本」，「人間関係資本」，
「市民社会資本」といった意訳も導き出されるが，
いずれも定着するに至っていない．したがって本
研究では，「ソーシャル・キャピタル」という表現
をそのまま用いることにする．ソーシャル・キャ
ピタルに関しての詳細は，山村（２０１１）を参照．

４）地域社会で住民が主体となり，福祉の増進を目的
として行われる活動のこと（英訳：Community
organization）．わが国での実践としては，１９５９年
から保健福祉地区組織化活動が始まりとされる．
その後，地域組織化活動は社会福祉協議会を中心
として展開されるようになり，今日に至っている．

５）後に示す調査結果からは，自主運営は「協議型」，
「非協議型」，「協議型困難」の３タイプに分けら
れたが，本研究において自主運営の継続を追求す
るにあたっては，参加者全員による協議を基本と
した「協議型」による運営の継続を視野に入れて

いる．
６）「近所づきあいの程度」については，「生活面で協

力」＋「日常的に立ち話をする程度」の回答率（％）
により求めた．以下同様に，「近所づきあいのある
人」については，「かなり多くの人と面識・交流が
ある」＋「ある程度の人との面識・交流がある」
の回答率（％），「親戚とのつきあいの程度」につ
いては，「日常的にある」＋「ある程度頻繁にある」
の回答率（％），「スポーツ・趣味・娯楽活動への
参加状況」及び「地縁的な活動への参加状況」，「ボ
ランティア・市民活動への参加状況」については，
「参加している」の回答率（％）「一般的な信頼度」
及び「旅先での信頼度」については，「ほとんどの
人は信頼できる」の回答率（％）により求めた．
詳細は，山村（２０１１）参照．

７）「困難なし」：０ポイント，「やや困難」：５ポイン
ト，「かなり困難」：１０ポイントとした．

８）地区１のサロン参加率については，２００８年，２００９
年，２０１０年とも１００％を示しており，高参加率を理
由にこれ以上増加しようがないことから本グルー
プ（A１タイプ）とした．

９）松村明監修『大辞泉』小学館（２０１０）．

１０）同上書．
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